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平成30年6⽉18⽇
経済産業省　調査統計グループ

デフレータ ⽣産額(百万円)
5311011 公的⾦融（ＦＩＳＩＭ）
5311012 ⺠間⾦融（ＦＩＳＩＭ）

5311013 公的⾦融（⼿数料）

財務省 財政統計
⽇本銀⾏ 財務諸表等
⽇本政策投資銀⾏ 決算発表資料
国際協⼒銀⾏ 年次報告書
住宅⾦融⽀援機構 既往債権管理勘定

5311014 ⺠間⾦融（⼿数料） 全国銀⾏協会 全国銀⾏財務諸表分析
各社 決算短信および有価証券報告書

5931011 ソフトウェア業
5931012 情報処理・提供サービス
5941011 インターネット附随サービス

5951011 映像・⾳声・⽂字情報制作
業 CPI（消費者物価指数）

5951021 新聞 ⽇本新聞協会　新聞社の総売上⾼の推移

5951031 出版 出版指標年報
SPPI（企業向けサービス価格指数）

6621011 テレビ・ラジオ広告
6621012 新聞・雑誌・その他の広告

6611011 産業⽤機械器具（建設機
械器具を除く。）賃貸業

6611012 建設機械器具賃貸業

6611013 電⼦計算機・同関連機器賃
貸業

6611014 事務⽤機械器具（電算機
等を除く。）賃貸業

6611015 スポーツ・娯楽⽤品・その他の
物品賃貸業

6612011 貸⾃動⾞業
リース事業協会 リース統計
交通毎⽇新聞
SPPI（企業向けサービス価格指数）

6632101 機械修理
⼯業統計調査
商業動態統計調査
特定サービス産業動態統計調査

6699099 その他の対事業所サービス 特定サービス産業動態統計調査
6741011 映画館 社団法⼈映画製作社連盟 全国映画概況

6741021 興⾏場（映画館を除く。）・
興⾏団

第３次産業活動指数
CPI（消費者物価指数）

671041 スポーツ施設提供業・公園・
遊園地

レジャー⽩書
特定サービス産業動態統計調査

6799021 冠婚葬祭業 Ｄ法（投⼊コスト法）※１
6799031 個⼈教授業 CPI（消費者物価指数）

SPPI（企業向けサービス価格指数）

特定サービス産業動態統計調査

CPI（消費者物価指数）

特定サービス産業動態統計調査

※１　投入コスト法とは、当該部門における生産活動に投入される財・サービスそれぞれのデフレータを統合して当該部門のデフレータとして推計する方法で、投入さ
れる財・サービスのデフレータは、CGPIやSPPI、工業統計や生産動態統計などを推計基礎統計としている。

延⻑産業連関表のサービス業（特定サービス産業実態調査の調査対象）に関する推計基礎資料⼀覧
コード 部⾨名

推計基礎資料

SPPI（企業向けサービス価格指数）

⽇本銀⾏　⾦融経済統計⽉報
⽇本銀⾏　資⾦循環統計

特定サービス産業動態統計調査

情報通信業基本調査【確報】


